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２０２３年度に５ヘクタール以下で経営しているコ

メ農家が赤字になる。これは日本農業新聞が農中

総研試算数値を取り上げたものであるが、不都合

なことにコメ農家の９８％が５ヘクタール以下なので

ある。つまり２０２３年に日本のコメ農家の約９８％

は廃業に追い込まれる可能性があると言うことだ。

こ れ に

対しての

政府が所

得補償を

しない限

り 、 日本

の食糧安

全保障は

終わる可

能性があ

る。最近のガソリンや軽油の値上がりと米栽培に必

要な肥料の値上がりが昨年の農家の収益を圧迫し

た結果、今年米を作るための肥料や苗床、耕運機

などの機材、燃料の調達が難しくなり、廃業が相次

ぐのではないかという。

最も深刻なのは肥料不足だ。肥料が入手出来な

ければ生きるための食料そのものが消えてしまうわ

けだ。農業にとって肥料は生命線であり、肥料がな

ければ農家は成り立たない。肥料の主な要素には

窒素、リン、カリウムの3つがある。全国農業協同組

合連合会によると、窒素を豊富に含む肥料である

尿素の国際相場は過去2年で4倍に上昇した。リン

を多く含むリン酸アンモニウムは同じ時期に3倍に

なりう、カリウムを含む塩化カリは2～3倍になった。

中国は尿素やリン酸アンモニウムの世界最大の

輸出国であるが、中国税関総署が令和４年１０月１５

日、化学肥料を輸出する際に行う品質検査をこの

日から強化すると発表。それ以降化学肥料の輸出

はほぼストップした。日本は化学肥料のほぼすべて

を輸入に頼っており、とくにリン酸アンモニウムの9

割近く、尿素の4割弱を中国から輸入している。

中家徹ＪA全国農業協同組合中央会会長は「お金

があれば食料が買える時代は終わりつつあるので

はないか」と指摘。輸入食品などは値上げが続いて

いる一方、国産農産物価格は米価下落など厳しい。

再生産が可能となる価格形成ができなければ農業

経営の持続性は失われ、食料の安定供給はもはや

確保できない。

廃業に追い込まれているのはコメ農家だけではな

い。飼料や燃料などの資材高騰で畜産農家がかつ

てない危機に直面しているにもかかわらず政府が

機能していないとして、「農民運動全国連合会」（農

民連）と「国民の食糧と健康を守る運動全国連絡会」

（全国食健連）は令和４年11月30日、東京・霞が関

の農林水産省前で、生産者とともに畜産農家が経

営を継続できる緊急対策の実施を訴えるとともに

緊急要望書を同省に提出した。

必要なのは食料政策の全体構想だ。政府はいま

農政の基本方針を定めた基本法の見直しを進めて

いるが、長期的な視点で新たな食料政策を構築す

べきだ。政府は金が無いからとやるべき喫緊の対策

を打たなければ、取り返しがつかない結果を招くこ

とになる。積極財政に転換し必要な対策は即刻対

応すべきだ。 （本間）

２０２３年度に約９８％のコメ農家が廃業の危機に！
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事例１

サツマイモを容器に入れて電子レンジで加熱した。

サツマイモがまだ固かったので、再度自動ボタンを押

して加熱し、その場を離れた。戻って来たら部屋中が

煙だらけになっていた。（70歳代 男性）

事例２

レトルトカレーを食べようと思い、外箱ごと温めた

ら発火し、外箱が燃えてしまっ

た。いつも電子レンジ対応のレ

トルトカレーを食べていたので

同様にしたが、当該商品の包

装は電子レンジ対応ではなかっ

た。 （70歳代 男性）

ひとこと助言

食品が少量の場合や、根菜類など水分が少なめの

食品では、急速に加熱が進み、煙が出たり発火した

りすることがあります。手動で加熱時間を控えめに設

定し、その場を離れず様子を見ながら加熱しましょう。

容器に入れて加熱する際は、電子レンジ対応の容

器であるかを確かめて使用することが大切です。

レトルト食品や冷凍食品は、アルミ包装など電子レン

ジに対応していない包装の場合もあります。使用の

際は「アルミ製の包装は入れられません」、「袋ごと入

れないで下さい」、「袋ごと入れて調理できます」など

商品ごとに調理方法が異なるので、調理方法の表示

をよく読んで電子レンジ対応包装であるかなど、表

示を必ず確認しましょう。

食品カスや汚れは、発煙・発火の原因になります

のでこまめに掃除しましょう。

発煙・発火した際は、すぐに動作を停止させ、電源

プラグを抜き、扉を開けずに収まるのを待ちましょう。

国民生活センター２０２２年1０月発行「見守り新鮮情報」より （千葉）

令和４年１１月９日、長田華子助教授による講座を

ズームで受講した。長田氏は茨城大学人文社会学部

でアジア経済論の教鞭を執る傍ら2005年より、バ

ングラデシュやインドの縫製産業で働く女性を対象と

して研究している。

講座では、ファッション業界が持続可能に向けた取

り組みのため国連アライアンスを立ち上げ、これらに

従事する労働者の作業や報酬などの社会問題、産業

廃棄物の削減や水質汚染の改善など環境問題に取

り組みはじめたとの報告があった。ファッション業界

は、世界第２位の汚染産業と指摘されている。

その主な内容は

・毎年、５００万人の生存を可能

にする多量の水を使用している

・全世界の排水の20％をしめて

いる

・衣料品と履物製造には、全世界の温室効果ガス排

出量の8％をしめている

・毎秒、ゴミ収集車１台分に相当する繊維が埋め立

て、焼却されている

・2000年から2014年にかけて衣料品の生産量が

倍増している

・Ｔシャツ１枚に150グラム相当の農薬が使用され、

コットン１キログラムの栽培に２万リットル以上の水

を使用している

合成繊維においても然り、生態系への影響も懸念

される。

これらは全て作る側の責任とは言い難い。少なから

ず購入というかたちで加担しているのだ。私たち消

費者は使う側の責任として、トレンドに心揺るがすこ

となく1枚の服を丁寧に使用することが、サステナブ

ルな社会を担うことになるのではと考え、未来を見据

えた意識改革が課題と感じた講座であった。 （横山）

電子レンジ「食品や容器・包装に合った加熱を！」

サステナブルファッション ～消費者としてどう行動するか～








